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〈年　　譜〉
〔学歴・職歴〕
1932年12月	 名古屋市に生まれる
1952年3月	 愛知県立松蔭高等学校卒業
1956年3月	 名古屋大学教育学部卒業
1956年4月～1960年10月　国際基督教大学語学科助手
1960年11月～1963年3月　千葉大学文理学部助手　1962年3月より	同	講師
1963年4月	 スタンフォード大学日本研究センター語学課程主任，アジア学部講師
1973年9月～1974年3月　アメリカ・カナダ十二大学連合日本研究センター副所長
1974年4月	 国立国語研究所日本語教育部日本語教育研究室長
	 1976年4月より	同	日本語教育センター日本語教育研究室長
	 1977年4月より	同	日本語教育研修室長（1980年3月まで）
1980年4月～1988年3月　名古屋大学総合言語センター教授
	 1983年4月より	同	大学院文学研究科担当
	 1988年4月より	同	日本言語文化専攻担当
1988年4月　　国立国語研究所日本語教育センター長
	 1990年4月より	同	所長（1998年3月まで）
	 1998年3月	同	名誉所員
1998年4月～2013年3月　名古屋外国語大学外国語学部教授
	 1998年4月～2004年3月　大学院国際コミュニケーション研究科長
	 	2005年4月～2006年3月　大学院国際コミュニケーション研究科長
	 2002年4月	同	学長（2012年3月まで）
	 2013年3月	同	退職，同	名誉教授
〔主な学会活動・社会活動〕
1973年	 文化庁「日本語教育推進対策調査会」委員
1973年～1997年	 	厚生省社会援護局「中国帰国者自律研修センター再研修カリキュラム
委員会」委員
1977年～1979年	 日本語教育学会常任理事
1979年	 文化庁「外国人の日本語能力に関する調査研究協力者会議」委員
1979年	 国際交流基金「日本語教育懇談会」委員
1979年～1981年	 日本語教育学会理事
1980年	 「外国人の日本語能力の標準と測定に関する作成部会」委員
	 	アジア福祉教育財団難民事業本部「インドシナ難民に対する日本語教
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育の充実振興に関する懇談会」協力者
1980年～1984年	 国立国語研究所「日本語教育研究連絡協議会」委員
1981年	 文化庁「教材開発検討委員会」主査，同「教材開発実施部会」主査
1981年～1985年	 日本語教育学会評議員
1985年～1993年	 日本語教育学会理事
1986年～1998年	 名古屋国際センター運営委員会委員
1987年	 通商産業省「言語技術研究会」委員
1987年～2012年	 NHK放送用語委員会委員
1988年	 	文部省学術国際局「日本語学校の標準的基準に関する調査研究協力者
会議」委員
1988年～2012年	 英語教育協議会評議員
1988年～2000年	 国語学会評議員
1990年～1998年	 国際交流基金北京日本語研究センター協力委員
1990年～2000年	 文化庁国語審議会委員
1990年～2003年	 日本語教育振興会理事
1991年	 国際交流基金日本語国際センター「事業協力委員会」副委員長
1991年	 最高裁判所「司法修習生考試委員会」委員
1991年～1993年	 日本語教育学会評議員
1992年	 	国立国語研究所「技術研修生のための日本語教育の標準的カリキュラ
ム等の作成に関する調査研究協力者会議」主査
1992年～2007年	 日本漢字能力検定協会評議員
1992年～2012年	 国際日本語協会評議員
1992年～2013年	 NHKインターナショナル理事
1994年～2000年	 国語学会理事
1995年	 日本音声学会国際交流委員長
1996年	 日本語教育学会新事典編集委員会委員長
1997年～2001年	 日本語教育学会会長
2000年～2005年	 日本言語政策学会会長
2000年～2003年	 	日本学術会議会員（「語学・文学研究連絡委員会」委員，「国際協力常
置委員会」委員，「学術体制常置委員会」委員）
2001年	 国立国語研究所設立委員
2002年～2004年	 文化庁文化審議会国語分科会委員
2002年～2006年	 	日本学生支援機構「日本留学試験実施委員会」委員，「日本留学試験
小委員会日本語部会」委員
2002年～2009年	 日本貿易振興機構「BJTビジネス日本語能力テスト」監修
2002年～2012年	 文部科学省「ヤング・リーダーズ・プログラム推進協議会」協力者
2002年～2011年	 	日本国際教育支援協会・国際交流基金「日本語能力試験実施委員会」
委員
2003年	 文化庁国語教育等小委員会委員
2003年～2013年	 全国日本語教師養成講座連絡協議会顧問
2003年～2013年	 日本語教育振興協会会長
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2003年～2006年	 	日本学術会議会員（「語学・文学研究連絡委員会」委員，「運営審議会
附置移転準備委員会」委員）
2004年～2008年	 	日本貿易振興機構「BJTビジネス日本語能力テスト実施委員会」委員
長
2005年～2013年	 NHK放送研修センター評議員
2005年	 愛知県立大学学外評価委員会委員
2005年～2007年	 国際交流基金日本語国際センター顧問
2007年～2010年	 日本漢字能力検定協会理事
2007年～2009年	 国際交流基金日本語国際センター・アドバイザー
2008年～2013年	 アリアンスフランセーズ愛知フランス協会理事
2008年～2013年	「NHK日本語発音アクセント辞典」改訂専門委員
2010年～2013年	 	日本学術振興会「国際共同に基づく日本研究推進事業」事業委員会委
員
2010年～2012年	 	文部科学省「高等教育機関に進学・在籍する外国人学生の日本語教育
に関する検討会議」委員
2011年～2013年	 国際文化フォーラム顧問
2011年～2013年	 日進市安全なまちづくり推進会議委員
〔表彰〕
2001年1月	 全国日本学士会　平成12年度アカデミア賞（国際交流部門）受賞
2001年7月	 外務省　平成13年度外務大臣表彰　受賞
2003年9月	 大学英語教育学会　学術賞（辞書・事典部門）受賞
2004年5月	 平成16年春の叙勲　瑞宝中綬賞　受賞
2005年3月	 日本放送協会　第56回（平成16年度）放送文化賞　受賞
2006年10月	 西安交通大学（中華人民共和国）名誉教授称号授与
2008年4月	 ニューカッスル大学（オーストラリア）名誉博士号授与
2010年10月	 西安外国語大学（中華人民共和国）名誉教授称号授与
〈主な研究業績〉
1959年	 「アメリカ人に日本語を教えて」（『児童心理』13）
1961年	 	「日本語のむずかしさ―日本語を外国語として学習する外国人の書いた文章
に現れた誤りの分析―」（『国語研究』12）
1963年～	 	スタンフォード大学日本研究センター「日本語教育集中プログラム」の創成
と実施
1964年	 	「「～いなや」，「～が早いか」，「～とともに」」（『口語文法講座3ゆれている文
法』）
1966年	 	「展望「日本語教育」」（国立国語研究所『国語年鑑』昭和41年～47年版）
1970年	 	文化庁『日本語教育指導参考書1音声と音声教育』（大坪一夫と共著）
1970年	 “Intensive Course in Japanese”（高橋一夫他5名と共著）
名古屋外国語大学外国語学部紀要第47号（2014.8）
― iv ―
1971年	 文化庁『外国人のための基本語用例辞典』（共著）
1971年	 	アメリカ－カナダ大学連合日本研究センタ “ーIntegrated Spoken Japanese”（編
集責任者）
1974年	 	「有気音・無気音の対立をもつ言語の使用者に対して日本語の有気音・無気
音の識別・発音能力を与えるためのこころみ」（『日本語教育研究』10）
1975年	 	「発音教育」（文化庁・国立国語研究所『国語シリーズ別冊3日本語と日本語
教育	発音・表現編』）
1976年	 「日本語の発音の特色」（『日本語講座』第1巻）
1976年	 「外国人に対する日本語教育」（『岩波講座「日本語」』別巻）
1976年～1979年　「基本文型のアクセントと卓立」（『日本語教育研究』14）
1977年	 国立国語研究所日本語教育センター「教員研修コース」の設立
1977年	 “An Introduction To Modern Japanese”（水谷信子と共著）
1977年～1986年　“Nihongo	Notes”⑴～⑽（水谷信子と共著）
1978年	 『日本語音声学』（大坪一夫，天沼寧と共著）
1979年	 	名古屋大学総合言語センター，文学研究科における外国人研究留学生のため
の日本語集中教育および教員養成カリキュラムの開発，実施
1979年	 『話しことばと日本人―日本語の生態』
1980年	 「展望「音韻―理論・現代」」（『国語学』121）
1982年～1983年　『講座日本語の表現』⑴～⑹（共著）
1983年	 	「言語行動としての教育実践―何を教えているかへの反省」（『日本語教育』49
特集	言語行動）
1983年	 	「社会教育指標の活用のしかた（実務講座）」（『社会教育』38特集	社会教育
指標と評価）
1983年，1985年　文化庁『中国からの帰国者のための生活日本語』Ⅰ，Ⅱ（編集責任者
代表）
1984年	 	「外国語教育における音声取扱いの基準―日本語教育を中心として―」（『金
田一春彦博士古稀記念論文集2言語学編』）
1984年	 「留学生のための日本語教育」（『教育と医学』32特集	教育の国際化）
1985年	 	「成人の学習に関する地域差の分析―学習活動と学習希望を中心に」（『筑波
大学教育学系論集』10）
1986年	 	「教科書に現れた言語行動」（『日本語教育』59特集	教科書の問題―理想と現
実）
1987年	 『日本語の敬語How to be polite in Japanese』（水谷信子と共著）
1987年	 	「外国人の日本語談話行動における誤用の研究」（共著，文部省科学研究費補
助金特別推進研究報告書）
1987年	 	「日本語教育専門家養成の基本計画」（『日本語教育』63特集	日本語教員養成
をめぐって）
1988年	 『外国人の疑問に答える日本語ノート』⑴～⑷（共著）
1988年	 	「国際化と敬語―外国人への日本語教育」（『国文学	解釈と教材の研究』33）
1989年	 『日本語』（宮地裕と共著，放送大学教科書）
1989年	 「日本語教育と非言語伝達」（『日本語教育』67特集	言語伝達と非言語伝達）
名古屋外国語大学外国語学部紀要第47号（2014.8）
― iv ― ― v ―
1990年	 	「これからの日本語教育の在り方」（『日本音響学会誌』46特集	外国人に対す
る日本語教育）
1990年	 	「環太平洋地域における日本語教育の構造的変化」（文部省科学研究費補助金
特別推進研究報告書）
1990年	 	「日本語音声における韻律的特徴の実態とその教育に関する総合的研究」（共
著，文部省科学研究費補助金重点領域研究報告書）
1991年	 『シンポジウム日本語音声教育：韻律の研究と教育をめぐって』（共著）
1991年～2013年　‘Communication Cues’（The Japan Timesに連載，共同執筆）
1991年	 	「日本語教師の自己評価・自己研修システムの開発をめざして」（共著，文部
省科学研究費補助金総合研究（A）報告書）
1991年	 	「日本語口頭運用能力の評価に関する考察について」（日本語教育学会調査研
究事業調査研究第2小委員会最終報告）
1991年	 「「です」「ます」の機能」（文部省科学研究費補助金総合研究（A）報告書）
1991年	 	「留学生に求められる日本語能力の内容と水準の策定」（共著，文部省科学研
究費補助金総合研究（A）報告書）
1991年	 	「日本語の韻律に見られる母語の干渉―音響音声学的対象研究」（文部省科学
研究費補助金重点領域研究報告書）
1992年	 	「日本語音声と日本語教育」（共著，文部省科学研究費補助金重点領域研究報
告書）
1992年	 	「日本語教育のあり方を考える―言語教育社会学的視点の必要性」（『日本語
研究と日本語教育』）
1993年	 	『国際化する日本語―話し言葉の科学と音声教育	日本語の音声教育の現状と
展望』（文部省「大学と科学」公開シンポジウム講演記録）
1994年	 「日本語教育の窓から」（文部省科学研究費補助金重点領域研究報告書）
1995年	 	「音声言語の表現力を育てる教材開発―話す能力の前提としての聞き取る技
術」（『教育科学・国語教育』37-4）
1995年	 	「世界の言語問題1～4」（共著，文部省科学研究費創成的基礎研究費「国際社
会における日本語についての総合的研究」報告書）
1995年	 「日本語教育と日本語研究」（国語学会編『国語学の五十年』）
1995年	 「日本語教育政策」（『日本語教育』86別冊）
1996年	 『日本事情ハンドブック』（共同編集）
1996年	 『新聞で学ぶ日本語―読んで話す現代の日本』（水谷信子と共著）
1996年	 	「日本における言語問題・言語政策と国立国語研究所」（共著，国立国語研究
所第1回国際シンポジウム報告書）
1997年	 	「アクセントの単位と文の音調」（『日本語研究諸領域の視点	平山輝夫博士米
寿記念論集	下巻』）
1998年	 	「国語教育と日本語教育の総合的研究」（文部省科学研究費創成的基礎研究費
「国際社会における日本語についての総合的研究」報告書）
1999年	 「日本語教育研究の未来（境界をこえる日本語教育）」（『日本語教育』100）
1999年	 	『文部省科学研究費創成的基礎研究費「国際社会における日本語についての
総合的研究」最終報告書』（共著）
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2000年	 	名古屋外国語大学外国語学部における日本人学生の日本語訓練基礎科目の
設定，カリキュラム開発，教育実施に関する委員会委員長
2000年	 『日英中韓カタカナ語見くらべ字典』（監修）
2000年	 「言語教育政策の追求にことばの枠を超えた視点を」（『英語展望』107）
2001年	 『日本語イディオム用例辞典』（監修）
2001年	 「「国際社会に対応する日本語の在り方」の意義」（『人文学と情報処理』33）
2001年	 「日本語教育研究の基盤をどこに求めるか」（『日本語教育』110）
2001年	 「日本語を「守ること」と「変えること」」（『放送研究と調査』51）
2002年	 『総合的日本語教育を求めて』（共著）
2002年	 「国際対話能力としての日本語の可能性」（『国際交流』25）
2003年	 『応用言語学事典』（共著）
2005年	 日本語教育学会『新版日本語教育事典』（編集）
2005年	 	「国際学術共同研究のゆくえ～日本学術会議の提言を踏まえて～」（『アジア
遊学』79）
2007年	 「日本語教育の核と日本語教育学」（『日本語教育』132）
2012年	 	「日本語教育の半世紀を振り返る」（中国日語教学研究会『21世紀の世界日本
語教育・日本語研究―日中国交正常化40周年記念論文集』）
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献　辞
　「戦略的互恵関係」は、水谷修先生がしばしば口にされてきたお気に入り
のことばである。2006年の日中首脳会談で打ち出されたもので、日中が、
互いの利益を増進することを前提として友好・交流を追求する趣旨である。
世界中の人々が、一方的に求めたり譲ったりするのでなく、それぞれが互
いから得るものを得る中で、結果として皆が発展し、さらに全世界に向け
た貢献を志向するというこの概念は、水谷先生がその長い経歴の中で目指
してこられたことをよく反映するものであっただろう。
　日本語教育における水谷先生のキャリアは、英語圏からの大学留学生の
教育にはじまり、政府レベルの政策立案への参画や国立国語研究所の日本
語教育部門立上げを通じて全世界へと射程を広げることとなった。そし
て、1980年代前半、北京に開設された日語教師培訓班（通称「大平学校」）
に赴任され、次代の日中交流を担う多くの若者との真剣勝負を通して、語
学教育から始まる国際人材育成のあり方について、確かな見通しを得られ
たようである。
　一方、研究面における水谷先生の功績は、現実の生活の中で用いること
ばに目を向けることの重要性を広く認識せしめたことにある。日本語音声
コミュニケーションの実態解明、適切・有効な対人伝達行動に関する多く
の提言、それらに基づく学生・院生の育成を通じて、実生活と言語研究・
言語教育を結びつける視点を学界に定着させた。
　これからの世界を支えていこうとする若者たちに、国境を越えて学びの
機会を提供すること、なかでも、言語に関する深い識見が現実社会を改善
する力になると伝えること、水谷先生が名古屋外国語大学で実現なさろう
としたのは、こうしたことだったと推察する。
　卒業生、修了生たちが、折に触れ、国内外から次々に先生の元を訪れ、
新たな示唆を受けてそれぞれの活躍の場にもどっていく姿が、なによりも
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そのご努力の成果を示していた。水谷先生が示してくださった方向性を、
後に続く私たちも心に刻み、さらなる発展を期していきたいと思う。
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